
 

○内子町ブロック塀等安全対策事業補助金交付要綱 

平成31年４月１日 

告示第55号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、大地震発生時における安全な避難路を確保し、既存のブロック塀等

の倒壊の被害から人命を守るため、社会資本整備総合交付金交付要綱（平成22年３月26

日付け国官会第2317号）の規定に基づき、内子町の区域内に存するブロック塀等の安全

対策工事に要する経費に対し内子町が補助金を交付することについて、関係法令及び内

子町補助金交付要綱（平成17年内子町告示第13号）に定めるもののほか、必要な事項を

定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

（１） ブロック塀等 補強コンクリートブロック造又は組積造（レンガ造、石造、コ

ンクリートブロック造等）の塀をいう。 

（２） ブロック塀等安全対策工事 既存のブロック塀等の除却及び建替え（除却・新

設）に係る工事をいう。 

（補助事業者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助事業者」という。）は、次の

各号のいずれにも該当する者とする。 

（１） 町内のブロック塀等の所有者（当該所有者と親子関係にある者その他当該ブロ

ック塀等に関係がある者として町長が特に認める者を含む。以下同じ。）であるこ

と。 

（２） 町税を滞納していない者であること。 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、補助事業

者が行う町内のブロック塀等安全対策工事であって、次に掲げる要件を満たすものとす

る。 

（１） 別表の点検表により安全対策が必要と判断されたブロック塀等に係る除却又は

建替え（除却・新設）で、次に掲げるもの 

ア 内子町地域防災計画又は内子町耐震改修促進計画に位置付けた避難路沿道等に面



 

するもの 

イ 建替えの結果、地震に対して安全な構造となるもの（除却する場合を除く。） 

（２） 補助金の交付の対象となるブロック塀等に、明らかな法令違反がないこと。た

だし、ブロック塀等安全対策工事の実施に伴い、法令違反が是正されることとなる既

存ブロック塀等については、この限りでない。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助事業

者が行う補助対象事業に要する経費（消費税及び地方消費税の額を除く。）の全部又は

一部とし、１メートル当たり８万円を限度とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助事業者が行う補助対象事業のうち、ブロック塀等の安

全対策に明らかに寄与しない部分があるときは、当該部分に係る経費は、補助対象経費

としない。 

（補助金の額） 

第６条 ブロック塀等安全対策工事に係る補助金の額は、補助対象経費の３分の２以内と

し、30万円を限度とする。 

２ 前項の規定により算出された補助金の額に、1,000円未満の端数が生じたときは、こ

れを切り捨てるものとする。 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、内子町ブロック塀等安全

対策事業補助金交付申請書（様式第１―１号）に次に掲げる書類を添えて町長に提出

し、当該交付を受けようとする補助対象事業の着手までに、交付決定を受けなければな

らない。 

（１） 事業計画書（様式第１―２号） 

（２） 別表の点検表（実施した者（施工予定業者）の氏名・押印のあるもの） 

（３） ブロック塀等の写真・撮影方向位置図 

（４） 位置図、配置図、平面図等（除却又は建替え内容が記載されたもの） 

（５） ブロック塀等安全対策工事費見積内訳書 

（６） 同意書（様式第２―１号） 

（７） その他町長が必要と認める書類 

２ 補助事業者は、補助金の受領をブロック塀等安全対策工事を行った施工業者に委任す

ることができる。この場合において、補助事業者は、前項の補助金交付申請書に代理受



 

領予定届出書（様式第２―２号）を添付しなければならない。 

（補助金の交付決定） 

第８条 町長は、前条の規定による申請書を受理した場合は、速やかにその内容を審査

し、適当と認めたときは、内子町ブロック塀等安全対策事業補助金交付決定通知書（様

式第３号）により、補助事業者に通知するものとする。 

２ 町長は、補助金の交付決定に際し、必要な条件を付することができる。 

（補助金の変更交付申請） 

第９条 交付決定を受けた補助金について、交付決定額又は補助金を充てる事業を変更し

ようとするときは、内子町ブロック塀等安全対策事業補助金変更交付申請書（様式第４

号）に、前２条に規定する必要な書類を添えて町長に提出し、当該交付を受けようとす

る補助対象事業の着手までに、交付決定を受けなければならない。 

２ 前条の規定は、前項の規定による申請書を受理した場合について準用する。 

（交付申請の取下げ） 

第10条 補助事業者は、補助金の交付申請を取り下げようとするときは、内子町ブロック

塀等安全対策事業補助金交付申請取下届出書（様式第５号）を町長に提出し、その承認

を受けなければならない。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定

は、なかったものとみなす。 

（補助対象事業の中止及び廃止） 

第11条 補助事業者は、補助対象事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじ

め内子町ブロック塀等安全対策事業補助金中止（廃止）承認申請書（様式第６号）を町

長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 前項の規定による廃止承認の申請があったときは、前条第２項の規定を適用する。 

（完了報告） 

第12条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、速やかに内子町ブロック塀等安全対

策事業完了報告書（様式第７号）に次に掲げる書類を添えて、町長に報告しなければな

らない。 

（１） ブロック塀等安全対策工事写真（工事内容が確認できるもの） 

（２） 完了時における報告書（様式第８号） 

（３） ブロック塀等安全対策工事請負契約書（写し） 

（４） ブロック塀等安全対策工事代金領収書（写し） 



 

（５） その他町長が必要と認める書類 

２ 補助事業者が、補助金の受領をブロック塀等安全対策工事を行った施工業者に委任す

る場合は、前項第４号に規定するブロック塀等安全対策工事代金領収書（写し）に代え

て、ブロック塀等安全対策工事に係る請求書の金額から補助金額を差し引いた金額の領

収書（写し）を添付するものとする。 

（検査等） 

第13条 町長は、必要があると認めるときは、職員に書類を検査させ、又は事業の執行に

ついて現地を検査させることができる。 

（完了期日変更） 

第14条 補助事業者は、交付決定を受けた完了期日内に、補助対象事業を完了することが

できないときは、町長が別に定める期日までに、内子町ブロック塀等安全対策事業完了

予定期日変更申請書（様式第９号）を町長に提出し、承認を受けなければならない。 

２ 町長は、前項の規定による申請があった場合は、速やかにその内容を審査し、適当と

認めたときは、内子町ブロック塀等安全対策事業完了予定期日変更承認通知書（様式第

10号）により、補助事業者に通知するものとする。 

３ 町長は、第１項の承認に際し、必要な条件を付することができる。 

（補助金の交付請求及び交付） 

第15条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、内子町ブロック塀等安全対策事

業補助金交付請求書（様式第11―１号）により町長に補助金を請求することができる。 

２ 補助事業者（第７条第２項の規定による届出を行った者に限る。）が、前項の規定に

よる補助金の交付請求をするに当たり、その補助金の受領をブロック塀等安全対策工事

を行った施工業者に委任する場合は、前項の内子町ブロック塀等安全対策事業補助金交

付請求書に、補助金の代理受領に係る委任状（様式第11―２号）を添付しなければなら

ない。 

３ 町長は、前２項の規定による請求があった場合は、速やかにその内容を審査し、必要

に応じて現地調査を行い、適当と認めたときは、補助金を交付するものとする。 

４ 町長は、前項の規定による補助金の交付完了後、第２項の規定により補助金の受領を

委任した場合に限り、内子町ブロック塀等安全対策事業補助金交付完了通知書（様式第

12号）により、補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の交付決定の取消し） 

第16条 町長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付決定



 

の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１） 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２） 補助金を補助対象事業の目的以外に使用したとき。 

（３） 補助対象事業の実施方法が不適当と認められるとき。 

（４） 補助対象事業を中止し、又は廃止したとき。 

（５） 前各号に掲げる場合のほか、補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件そ

の他この告示の規定に違反したとき。 

２ 町長は、前項の規定による取消しをしたときは、内子町ブロック塀等安全対策事業補

助金交付決定取消通知書（様式第13号）により当該補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第17条 町長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合は、その取消しに

係る補助金について、既に交付した金額の全部又は一部を返還させるものとする。 

（適用除外） 

第18条 町長は、次の各号のいずれかに該当するブロック塀等安全対策工事に係る補助金

は、交付しない。 

（１） 過去にこの告示に規定する補助金の交付の対象となったブロック塀等を有する

敷地に存するブロック塀等 

（２） ブロック塀等安全対策工事に係る経費について、他の補助金制度による補助金

その他これに準ずるものの交付の対象となったブロック塀等又は交付の対象となる予

定のブロック塀等 

（調査等） 

第19条 町長は、補助対象事業の適正な執行を確保するために必要な限度において、補助

事業者に対し、書類の提出若しくは報告を求め、又は必要な調査若しくは現地検査をす

ることができる。この場合において、補助事業者は、この調査等に協力しなければなら

ない。 

（関係書類の保管） 

第20条 補助事業者は、補助対象事業に係る帳簿及び関係書類を整備するとともに、補助

対象事業が完了した日の属する年度の翌年度から起算して５年間これらを保管しなけれ

ばならない。 

（その他） 

第21条 この告示に定めるもののほか、補助金の申請等に係る事業の執行に関し必要な事



 

項は、町長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成31年４月１日から施行する。 

 


